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「大規模イベント時の健康危機管理対応に資する研究」 

 分担研究報告書 

感染症サーベイランスに関する研究 

研究分担者 国立感染症研究所感染症疫学センター 松井珠乃 

Ａ．研究目的

2020年1月17日に国立国際医療研究センターで
開催された国際シンポジウム マス・ギャザリン
グイベントと公衆衛生対策 に合わせて、2016年
以降に強化サーベイランスが実施され、情報収集
が可能であった３つのマスギャザリングイベント
と東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以
下、東京大会）についてその特性を比較しながら、
東京大会準備における残る課題について検討を行
った。
なおリスク評価と対応の検討は、2020年1月当

時の現状で実施しており、その後に発生した新型
コロナウイルス感染症の影響は含めていない。

Ｂ．研究方法 
 サンプルとしたマスギャザリングイベントは、2
016年のG７伊勢志摩サミット、2019年のG20大阪サ
ミット、2019年のラグビーワールドカップ2019日
本大会（以下、ラグビーワールドカップ）とし、東
京大会も併せて検討をした。 
 マスギャザリングイベントの特性は、開催期間、
開催場所、強化サーベイランスの対象とすべき集
団に分けてまとめた。 
 当該マスギャザリングイベントに関連した感染
症のリスク評価は、「疾患疫学の変化が起こるリス
ク」、「自治体管轄を越えた事例の発生リスク」、
「国際的な関心の高まりに関連したリスク」、「政
治的な敏感度に関連したリスク」の４つに分けて
検討をした。 
 「疾患疫学の変化が起こるリスク」の例は、多数
の外国人が当該マスギャザリングイベントのため
に訪日する、当該マスギャザリングイベントに関
連して感染伝播が起こる場合など、「自治体管轄を

越えた事例の発生リスク」の例は、潜伏期内に日本
国内を移動するような場合で、対応にあたっては
自治体間の連携のステップを加える必要がある。
「国際的な関心の高まりに関連したリスク」の例
は、当該マスギャザリングイベントの後に国外に
感染症を持ちだす危険性が高い場合など。「政治的
な敏感度に関連したリスク」の例は、本来軽微な健
康リスクである事例であるにも関わらずメデイア
の注目や健康リスクの取り扱いに慣れていないス
テークホルダーが関わることによって過剰反応が
起きてしまう可能性が高い場合などを意図してい
る。
（倫理面への配慮）
公表資料のみを利用しており倫理面での配慮は不
要である。

Ｃ．研究結果 
1. マスギャザリングイベントの特性
G7伊勢志摩サミット 
開催期間 2016年5月26-27日（2日間） 
開催場所 三重県志摩市賢島 
強化サーベイ
ランスの対象
とすべき集団

政府要人・政府高官（国内外） 
メデイア（国内外） 
警察官（国内各地から２万人） 

G7伊勢志摩サミットは。賢島という比較的隔離さ
れた場所で開催された。 

G20大阪サミット 
開催期間 2019年6月28-29日（2日間） 
開催場所 大阪市 
強化サーベイ
ランスの対象
とすべき集団

政府要人・政府高官（国内外） 
メデイア（国内外） 
警察官（国内各地から２万人） 

研究要旨 2016 年以降に強化サーベイランスが実施され、情報収集が可能であった３つ

のマスギャザリングイベントと東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、東

京大会）についてその特性を比較しながら、東京大会準備における残る課題について検

討を行った。「疾患疫学の変化が起こるリスク」、「自治体管轄を越えた事例の発生リス

ク」、「国際的な関心の高まりに関連したリスク」、「政治的な敏感度に関連したリスク」

の４つの要素に分けて感染症のリスクを評価したところ、日本はこの４年間で、徐々に

リスクレベルが高い、また特性の異なるマスギャザリングイベントに挑戦してきている

ことが明示された。過去のマスギャザリングイベントを通じて得られた経験や、そこで

得られた教訓に基づいて導入された体制整備によって、東京大会に対応する準備が整い

つつある。 

51



G20大阪サミットは、会場も大阪市内にあり、また、
関係者のホテルが大阪市内に点在するということ
から、いわゆる都市型のサミットであり、参加国は、
G7サミットと比較するとさらに多彩であった。 
 
ラグビーワールドカップ 
開催期間 2019年9月20日-11月2日（約1か

月半） 
開催場所 国内12都府県の競技会場、その

他、キャンプやパブリックビュ
ーイングなどの関連イベント
開催場所多数 

強化サーベイ
ランスの対象
とすべき集団 

観客（国内外から延べ130万人） 
選手とスタッフ（国内外） 
ボランテイア（国内） 

競技会場以外に、キャンプ、パブリックビューイン
グなどがあり、全国規模のイベントであった。海外
からの観客は、複数の試合を観戦し、それに合わせ
て国内を観光するというスタイルも想定されてい
た。 
 
東京大会 
開催期間 オリンピック：2020年7月24日-

8月9日（17日間） 
パラリンピック：2020年8月25
日-9月6日（13日間） 

開催場所 競技会場は東京が主で、その他
周辺自治体。キャンプなどの関
連イベントは詳細不明。 

強化サーベイ
ランスの対象
とすべき集団 

観客（国内外からオリンピック
には延べ780万人,パラリンピ
ックには延べ230万人） 
選手とスタッフ（国内外） 
ボランテイア（国内） 

 
2. 感染症のリスク評価 
G7伊勢志摩サミット 
疾患疫学の
変化が起こ
るリスク 

低 レ ベ
ル 

短期間のイベントで
あること、関係者は高
度に管理された人々
が主体であったため 

自治体管轄
を越えた事
例の発生リ
スク 

低 レ ベ
ル 

関係者の滞在先が伊
勢市とその周辺に限
定されていたため 

国際的な関
心の高まり
に関連した
リスク 

中 レ ベ
ル 

海外の要人が参加す
るため、海外メデイア
の関心も高いため 

政治的な敏
感度に関連
したリスク 

高 レ ベ
ル 

政治的イベントであ
ったため 

 
G20大阪サミット 
疾患疫学の
変化が起こ
るリスク 

低 レ ベ
ル 

短期間のイベントで
あること、関係者は高
度に管理された人々
が主体であったため 

自治体管轄 中 レ ベ 複数の自治体が関与

を越えた事
例の発生リ
スク 

ル していたため 

国際的な関
心の高まり
に関連した
リスク 

高 レ ベ
ル 

海外の要人が参加す
るため、海外メデイア
の関心も高いため、ま
たG7サミットよりも
より多くの国が参加
していたため 

政治的な敏
感度に関連
したリスク 

高 レ ベ
ル 

政治的イベントであ
ったため 

 
ラグビーワールドカップ 
疾患疫学の
変化が起こ
るリスク 

中 レ ベ
ル 

多数の外国人が訪日
し、比較的長期間滞在
することから、海外か
ら感染症が持ち込ま
れ、また、マスギャザ
リングイベントに関
連して伝播される可
能性が高いため 

自治体管轄
を越えた事
例の発生リ
スク 

高 レ ベ
ル 

観客や関係者の自治
体を越えた移動が想
定されていたため 

国際的な関
心の高まり
に関連した
リスク 

中 レ ベ
ル 

海外メデイアの関心
も高く、またマスギャ
ザリングイベントの
後に海外への感染症
伝播の可能性もあっ
つたため 

政治的な敏
感度に関連
したリスク 

低 レ ベ
ル 

特段の要素はない 

 
東京大会 
疾患疫学の
変化が起こ
るリスク 

中 レ ベ
ル 

多数の外国人が訪日
し、比較的長期間滞在
することから、海外か
ら感染症が持ち込ま
れ、また、マスギャザ
リングイベントに関
連して伝播される可
能性が高いため 

自治体管轄
を越えた事
例の発生リ
スク 

高 レ ベ
ル 

観客や関係者の自治
体を越えた移動が想
定されているため 

国際的な関
心の高まり
に関連した
リスク 

高 レ ベ
ル 

海外メデイアの関心
がとても高く、またマ
スギャザリングイベ
ントの後に海外への
感染症伝播の可能性
があるため 

政治的な敏
感度に関連
したリスク 

中 レ ベ
ル 

特別なステークホル
ダーの関与 
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Ｄ．考察 
マスギャザリングイベントごとに、「疾患疫学の

変化が起こるリスク」、「自治体管轄を越えた事例
の発生リスク」、「国際的な関心の高まりに関連し
たリスク」、「政治的な敏感度に関連したリスク」
の４つの要素に分けて感染症のリスクを評価した
ところ、日本はこの４年間で、徐々にリスクレベル
が高い、また特性の異なるマスギャザリングイベ
ントに挑戦してきていることが明示された。 
これらの４つの特性ごとに、どのように、サーベ

イランス＆レスポンスを強化すべきかというポイ
ントを以下にまとめる。 
「疾患疫学の変化」に対しては、マスギャザリン

グに特異的な事前のリスク評価に基づいてサーベ
イランス＆レスポンスの強化プランを立てること。 
「自治体の管轄区域を越えた患者の移動」につ

いては、自治体間の患者情報共有の仕組みを確立
すること。ラグビーワールドカップに合わせて、重
要な全数報告の感染症については、自治体間で感
染症発生動向調査における届出情報の一部を共有
をする仕組みを整備され、これは、平素より稼働さ
れる仕組みとなった 
「国際的な関心」については、海外のスタンダー

ドを考慮し妥当な予防と対応の方針を立てること、
アウトブレイクが発生した際に特に国際な情報発
信を適切に行うこと。   
「政治的な敏感度」については、日報などを通じ

て、関係者の間で、適切な情報共有を行うこと。ま
た、アウトブイレクが起こっていないということ
を、客観的に保証できる情報を関係者に共有する
こと。マスギャザリングイベントにおいて特別な
ステークホルダーがいる場合は、公式の連携体制
の構築を事前に行っておくこと。 
 
Ｅ．結論 
 
 感染症のリスクにおいて異なる特性を持つ過去
のマスギャザリングイベントを通じて得られた経
験や、そこで得られた教訓に基づいて導入された
体制整備（例：自治体間の情報共有）によって、東
京大会に対応する準備が整いつつある。 
 
 
Ｇ．研究発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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